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問1 2021年に改正された「育児・介護休業法」では、男性の育児休業取得を促進するために「産後パパ育休（出生時育児休業）」という新たな制度
が導入されました。この制度において、男性が子の出生後8週間以内に取得できる休業期間として正しい説明を選びなさい。 （2022年 茨城県公立入試

類似）

1.
最大で4週間までの休業を取得できる

2. 期間の制限なく休業を取得できる 3.
最大で2週間までの休業を取得できる

4.
最大で8週間までの休業を取得できる

問2 「知る権利」と「プライバシーの権利」は、情報化社会において重要視される「新しい人権」に分類されますが、それぞれが対象とする情報の
性質には明確な違いがあります。その違いについて説明した文として、最も適切なものはどれか。 （2019年 熊本県公立入試 類似）

1. 知る権利は国や地方公共団体など
が持つ情報の公開を求める権利であ
るのに対し、プライバシーの権利は
個人の私生活に関する情報を対象と
している。

2. 知る権利はマスメディアが個人の
私生活を自由に調査・報道する権利
であり、プライバシーの権利は国が
個人の情報を一括管理する権利であ
る。

3. 知る権利は個人の情報を他人に知
られないように守る権利であり、プ
ライバシーの権利は行政機関が持つ
情報を国民に公開させる権利である
。

4. 知る権利とプライバシーの権利は
、どちらも国や地方公共団体が保有
する公的な情報のみを管理・公開の
対象としている。

問3 国会における女性議員の割合が約44％、女性の就業率が約61％と、いずれも世界的に非常に高い水準にある北ヨーロッパの国はどこですか。当
時の統計において、アメリカ（女性議員割合：約19％）や日本（女性議員割合：約9％）を大きく上回る数値を記録した国を選びなさい。
（2019年 島根県公立入試 類似）

1. フランス 2. 中華人民共和国 3. スウェーデン 4. アメリカ合衆国

問4 人権の歴史を整理した資料において、19世紀の経済発展の裏側で発生した労働問題について、「労働者は低い（ X ）のもとで長い（ Y
）働かされた」と記述される場合があります。空欄にあてはまる語句の組み合わせとして正しいものはどれですか。 （2022年 福島県公立入試 類似）

1. X：年齢、Y：期間 2. X：賃金、Y：時間 3. X：税金、Y：休暇 4. X：身分、Y：距離

問5 ハンバーガーショップや焼肉店など、複数の候補店とそれぞれのセールスポイントをまとめた表をもとに、班の行き先を決定する話し合いを行
いました。この話し合いが「公正」な手続きで行われたかを評価する視点として、最も適切なものはどれですか。 （2024年 富山県公立入試 類似）

1. 他人の意見に反対することを禁止
し、最初の提案に対して全員が賛成
したか

2. 話し合いの結果として、最も広告
費をかけている有名な店舗を選んだ
か

3. 特定の誰かが不利にならないよう
、全員に意見を述べる機会が平等に
与えられていたか

4. 効率を重視して、声の大きい人の
意見に全員が素早く従うことができ
たか

問6 近年、日本の多くの自治体で男性の育児休業取得率が急速に上昇しています。政府や自治体がこの取得率向上を推進している背景として、最も
適切な説明はどれですか。 （2026年 秋田県公立入試 類似）

1. 伝統的な「男は外で働き、女は家
庭を守る」という家族のあり方を公
的に保護し、家庭内での性別による
役割を明確に分けるため

2. 労働力不足を解消するために、育
児休業中の労働者に代わって高齢者
や外国人を一時的に雇用する制度を
全国で義務化するため

3. 性別役割分担意識を解消し、男女
が共に育児と仕事を両立できる環境
を整えることで、少子化対策や社会
の持続可能性を高めるため

4. 育児休業取得後の平均的な職場復
帰率を下げることで、一世帯あたり
の可処分所得を意図的に抑制し、イ
ンフレを防止するため

問7 食品表示法では、事実と異なる「虚偽表示」が禁止されており、不適切な表示に対しては消費者庁が指導や指示を行うことができます。この仕
組みと、消費者基本法が定める「消費者の権利」との関係について説明した文として、最も適切なものはどれですか。 （2024年 宮城県公立入試 類似）

1. 行政による指導は企業の経済活動
を妨げるため、消費者は自分たちで
情報を収集し、判断しなければなら
ない。

2. 虚偽表示の禁止は企業のブランド
イメージを守るためのものであり、
消費者の健康を守ることは目的では
ない。

3. 食品の安全性は消費者の自己責任
であるため、事業者は情報の提供を
拒否する権利が認められている。

4. 事業者が正確な情報を提供する責
任を果たすことで、消費者の「情報
の提供を受ける権利」や「安全の確
保」が守られている。

問8 合意形成における「公正」の視点について、その内容を具体的に説明したものとして、最も適切なものはどれですか。 （2021年 愛媛県公立入試 類似）

1. 一度決定したルールは、効率を維
持するために例外を認めず固定し続
けること

2. 全体の利益を増やすために、一部
の人が受ける不利益についてはやむ
を得ないものとすること

3. 決定に至る過程に全員が参加でき
、同じ条件のもとでルールが適用さ
れること

4. 最も多くの人が賛成した意見を、
反対意見に関わらず速やかに実行に
移すこと

問9 「この法律は、法の下の平等を保障する日本国憲法の理念にのっとり、雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保を図る」という目
的を掲げて1985年に制定された法律の内容として、最も適切なものはどれか。 （2019年 群馬県公立入試 類似）

1. 職場での募集、採用、配置、昇進
などにおける性別を理由とした差別
を禁止する。

2. 政治、経済、社会のあらゆる分野
において男女が共同で参画できる社
会を目指す。

3. 子どもを育てる労働者が、一定期
間の休暇を取得することを権利とし
て認める。

4. 労働時間の短縮や最低賃金の確保
など、労働条件の最低基準を定める
。

問10 国が指定する「伝統的工芸品」は、100年以上の歴史があることや伝統的な原材料を使用すること、さらに主な工程が手作業であることなどの要
件が定められています。こうした産業において、若手技術者のための学校設立や指導体制の整備といった「後継者の育成」が重要視されている
理由として、最も適切なものはどれですか。 （2020年 愛知県公立入試 類似）

1. 伝統的な原材料の使用をやめ、最
新の化学素材を用いた安価な製品を
開発するため

2. 生産拠点を海外の工場へ全面的に
移転し、製品の価格競争力を高める
ため

3. 長年培われてきた高度な生産技術
を次世代へ伝承し、伝統ある産業を
維持するため

4. 全ての製造工程を機械による自動
化に切り替え、製品の大量生産を可
能にするため

問11 若者の政治参加を促すために、2016年に公職選挙法が改正され、有権者資格が変更されました。この改正の背景にある、少子高齢社会における
課題を解決するための目的として、正しいものはどれですか。 （2026年 山梨県公立入試 類似）

1. 住民投票と国政選挙の基準を統一
し、すべての選挙において棄権者を
ゼロにする義務を課す。

2. 若者の人口が急激に増加している
ため、混雑を避ける目的で投票でき
る年齢層を分散させる。

3. 高齢者の投票率が極端に低下して
いるため、その不足分を補うために
若者の有権者数を増やす。

4. 選挙権年齢を「満18歳以上」に引
き下げることで、次世代を担う若者
の意見をより早く政治に反映させる
。

問12 民主政治における合意形成の場面で重視される「効率」という考え方の説明として、最も適切なものはどれですか。 （2022年 和歌山県公立入試 類似）

1. 対立を解決する際、特定の個人が
不当な不利益を被っていないかを確
認すること。

2. 多数決の結果に従わない少数意見
を、社会の調和のために排除するこ
と。

3. 限られた資源を活用し、無駄を省
いてより大きな成果が得られるよう
にすること。

4. 誰もが平等に話し合いに参加でき
る機会を保障すること。


